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○うるま市浜比嘉島地域交流拠点施設条例施行規則 

令和４年２月２２日 

規則第４号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、うるま市浜比嘉島地域交流拠点施設条例（令和２年うるま市条例

第３８号。以下「条例」という。）第２９条の規定に基づき、うるま市浜比嘉島地域

交流拠点施設（以下「拠点施設」という。）の管理運営に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

（開館時間及び休館日の変更） 

第２条 拠点施設の指定管理者（以下「指定管理者」という。）は、条例第５条第２項

の規定により開館時間を変更し、又は条例第６条第２項の規定により拠点施設の全部

若しくは一部を臨時に開館し、又は休館しようとするときは、拠点施設（開館時間・

休館日）変更申請書（様式第１号）を市長へ提出し、その承認を得なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による承認をしたときは、拠点施設（開館時間・休館日）変更

承認書（様式第２号）により指定管理者へ通知するものとする。 

（事業計画書の作成及び提出） 

第３条 指定管理者は、条例第７条に規定する業務について、拠点施設事業計画書（様

式第３号）を会計年度ごとに作成し、当該会計年度の前年度に市長に提出し承認を得

なければならない。 

２ 前項の事業計画書には、次に掲げる事項を記載するものとする。 

（１） 業務の実施予定及び施設の使用予定に関する事項 

（２） 予算に関する事項 

（３） その他市長が必要と認める事項 

（指定管理者の指定の申請） 

第４条 条例第８条に規定する申請は、拠点施設指定管理者指定申請書（様式第４号）

に、次に掲げる書類を添えて行うものとする。 

（１） 定款若しくは寄附行為及び登記事項証明書又はこれらに準ずる書類 

（２） 申請の日の属する事業年度の前事業年度における貸借対照表、収支決算書そ

の他経営内容を明らかにする書類 
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（３） 申請の日の属する事業年度及び翌事業年度における事業計画書及び収支予算

書 

（４） その他市長が必要と認める書類 

（選定結果の通知） 

第５条 市長は、条例第９条及び第１０条の規定により、指定管理者の候補者を選定し

たときは、申請をした全ての法人その他団体に対し、拠点施設指定管理者候補者選定

結果通知書（様式第５号）により通知するものとする。 

（指定管理者の指定） 

第６条 市長は、条例第１１条の規定により、指定管理者を指定したときは、当該指定

管理者に対し、拠点施設指定管理者指定通知書（様式第６号）により通知するものと

する。 

（指定管理者の指定の取消し等） 

第７条 市長は、条例第１２条第１項の規定により、その指定の取消しを命じたときは、

当該指定管理者に対し、拠点施設指定管理者指定取消通知書（様式第７号）により通

知するものとし、期間を定めて業務の全部又は一部の停止を命じたときは、拠点施設

指定管理者業務（全部・一部）停止命令書（様式第８号）により通知するものとする。 

（協定書に定める事項） 

第８条 条例第１４条の規定による協定で定める事項は、次のとおりとする。 

（１） 指定期間に関する事項 

（２） 開館時間及び休館日に関する事項 

（３） 事業計画及び事業報告に関する事項 

（４） 施設の管理運営に関する事項 

（５） 業務の実施に関する事項 

（６） 指定管理料及び利用料金に関する事項 

（７） 情報通信技術の活用及び推進に関する事項 

（８） 島しょ地域における市民との交流に関する事項 

（９） 施設の維持管理に関する事項 

（１０） 損害賠償及び不可抗力に関する事項 

（１１） 業務を行うに当たって保有する個人情報の保護及び情報の公開に関する事
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項 

（１２） 指定の取消し及び業務の停止に関する事項 

（１３） その他市長が必要と認める事項 

（使用許可の申請） 

第９条 条例第１５条第１項の規定により拠点施設又は拠点施設の設備を使用しよう

とする者は、次に掲げる事項を記載した申請書により指定管理者に申請しなければな

らない。ただし、指定管理者が特に認めるときは、その記載事項の一部を省略するこ

とができる。 

（１） 申請者の住所、氏名及び電話番号（団体の場合は、所在地、団体名、代表者

氏名及び連絡先） 

（２） 使用目的 

（３） 使用期間又は使用日時 

（４） 使用区分 

（５） 使用人数 

（６） その他指定管理者が必要と認める事項 

２ 指定管理者は、前項に規定する申請書の提出の際に必要な書類を添付させることが

できる。 

３ 指定管理者は、第１項の規定による申請があったときは、これを審査の上、使用の

可否を決定し、当該申請をした者に通知するものとする。 

４ レンタルオフィス及びシェアオフィスの使用期間を延長しようとする者について

は、当該使用の許可の期間満了の３０日前までに申請書を提出しなければならない。 

５ 指定管理者は、次の各号に掲げる拠点施設の区分に応じ、当該各号に定める期間内

に使用の可否を決定しなければならない。ただし、指定管理者が特別の理由があると

認めるときは、この限りでない。 

（１） 多目的ホール、調理室、グラウンド、コワーキングスペース、会議室、個室

A、個室B・C及び相部屋 使用しようとする日（以下「使用日」という。）の３月

前の日から使用日まで 

（２） レンタルオフィス及びシェアオフィス 使用日の１月前の日まで 

（使用の取消し又は変更等） 
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第１０条 前条第３項の規定により使用の許可を受けたもの（以下「使用者」という。）

は、拠点施設又は拠点施設の設備の使用を取り消し、又は変更しようとするときは、

速やかに指定管理者に申請しなければならない。 

２ 指定管理者は、前項の規定による申請があったときは、これを審査の上、使用の取

消し又は変更の可否を決定し、当該使用者に通知するものとする。 

（使用の許可の取消し等） 

第１１条 指定管理者は、条例第１９条の規定により拠点施設又は拠点施設の設備の使

用許可を取り消し、又は変更したときは、使用者に通知するものとする。この場合に

おいて、使用者は、直ちに拠点施設を現状に回復しなければならない。 

（特別の設備の許可） 

第１２条 使用者が、当該施設の使用の用に供する特別の設備を設置しようとするとき

は、条例第１８条第１項の規定により、拠点施設特別設備の設置許可申請書（様式第

９号）を指定管理者に提出し、その許可を受けなければならない。 

２ 前項の規定により許可を受けた使用者は、許可された事項を変更し、又は取り消そ

うとするときは、拠点施設特別設備の設置変更（取消）許可申請書（様式第１０号）

を指定管理者へ提出し、その許可を受けなければならない。 

３ 指定管理者は、前２項の申請があったときは、これを審査の上、設置の可否を決定

し、当該申請をした者に通知するものとする。 

４ 前項の規定により許可を受けた使用者は、第１項の規定により許可された使用許可

期間満了時までに特別設備を撤去し、指定管理者の確認を受けなればならない。 

（利用料金の減免） 

第１３条 条例第２１条の規定により、利用料金（多目的ホール、調理室及びグランド

に限る。）を減額し、又は免除することができる場合及びその割合は、次のとおりと

する。 

（１） 本市が使用する場合 全額免除 

（２） その他市長の承認を得て指定管理者が定める場合 市長に承認を得て指定管

理者が定める割合 

２ 前項の規定により減額又は免除を受けようとする者は、第９条第１項の規定による

申請時に、拠点施設利用料金（減額・免除）申請書（様式第１１号）を指定管理者に
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提出し、承認を得なければならない。 

３ 第１項各号に定める減免規定は、同項第１号の場合を除き、附属設備等利用料金及

び冷房利用料金については適用しない。 

（利用料金の返還） 

第１４条 条例第２２条ただし書の規定により、利用料金を返還することができる場合

及びその割合は、次のとおりとする。 

（１） 天災その他使用者の責めに帰すことができない事由により使用できなかった

場合 全額 

（２） 使用開始３日前までに使用の取消しの申出があった場合 ５割 

（３） その他指定管理者がやむを得ない理由があると認める場合 ５割又は全額 

２ 前項の規定により、利用料金の返還を受けようとする者は、指定管理者に申請しな

ければならない。 

（附属設備等の利用料金の基準額） 

第１５条 条例別表に規定する市長が定める額は、別表のとおりとする。 

２ 利用料金は、別表に定める利用料金の基準額に１００分の１５０を乗じて得た額を

上限として、指定管理者が市長の承認を受け定めた額とする。 

（利用料金の納付時期） 

第１６条 利用料金は、使用日までに納付しなければならない。ただし、指定管理者が、

特に必要があると認めたときは、利用料金の納付時期を別に定めることができる。 

（業務報告書の作成及び提出） 

第１７条 指定管理者は、毎月実施した業務について、翌月１０日までに、拠点施設業

務報告書（様式第１２号）を作成し、市長に提出し確認を受けなければならない。 

（事業報告書の作成及び提出） 

第１８条 条例第２３条に規定する事業報告書の提出は、拠点施設事業報告書（様式第

１３号）（以下「事業報告書」という。）によるものとする。 

２ 事業報告書には、次に掲げる事項を記載するものとする。 

（１） 管理運営業務の実施及び施設の使用実績に関する事項 

（２） 管理運営等に係る収支実績に関する事項 

（３） その他拠点施設の管理運営業務の実態を把握するために市長が必要と認める
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事項 

（原状回復義務） 

第１９条 使用者は、条例第２４条の規定により原状回復の措置をとったときは、指定

管理者に対しその確認を受けなければならない。 

２ 指定管理者は、条例第２５条の規定により原状回復の措置をとったときは、市長に

対しその確認を受けなければならない。 

（使用者の遵守事項） 

第２０条 使用者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１） 申請の目的以外に利用しないこと。 

（２） 使用許可を受けていない施設を使用しないこと。 

（３） 施設及び附属設備等を丁寧に取り扱い、毀損しないこと。 

（４） 使用中に火災その他重大な事故が発生したときは、速やかに適切な措置を執

るとともに、指定管理者に通報し、その指示に従うこと。 

（５） 施設の使用を終了したときは、使用した施設及び附属設備等の整理及び清掃

を行い、指定管理者の点検を受けること。 

（６） その他指定管理者の指示に従うこと。 

（補則） 

第２１条 この規則に定めるもののほか、拠点施設の運営等に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、条例施行の日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施

行する。 

（準備行為） 

２ 第３条から第８条までの規定による指定管理者の指定及びこれに関し必要な手続

その他の行為は、この規則の施行前においても行うことができる。 

別表（第１５条関係） 

附属設備 

種別 単位 利用料金の基準額（２時間につき） 



‐7‐ 

プロジェクター １台 ５００円 

ただし、２時間を超える場合、１時間につき２５０円

を加算する。 

冷房設備 

種別 利用料金の基準額（２時間につき） 

多目的ホール ３００円 

ただし、２時間を超える場合、１時間につき１５０円

を加算する。 

調理室 ３００円 

ただし、２時間を超える場合、１時間につき１５０円

を加算する。 

会議室 ３００円 

ただし、２時間を超える場合、１時間につき１５０円

を加算する。 

備考 利用料金は、この表に定める金額に消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に

規定する税率を乗じて得た額（以下「消費税額」という。）及び消費税額に地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税の税率を乗じて得た額を合

算した額を別途加算し、１円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額とす

る。 
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様式第１号（第２条関係） 

様式第２号（第２条関係） 

様式第３号（第３条関係） 

様式第４号（第４条関係） 

様式第５号（第５条関係） 

様式第６号（第６条関係） 

様式第７号（第７条関係） 

様式第８号（第７条関係） 

様式第９号（第１２条関係） 

様式第１０号（第１２条関係） 

様式第１１号（第１３条関係） 

様式第１２号（第１７条関係） 

様式第１３号（第１８条関係） 

 


